
十億 百万 千 円十億 百万 千 円

q

w

e

r

t y

０００

０００ ００

００

００

００

※

法 人 税 割 額
摘 要 課 税 標 準

税率（１００） 税 額
課税標準となる退職年金等積立金に係る法人税額
　　　　　 及びその法人税割額法人税の申告書
（別表23）の（12）（　　　　　）
２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における課税標準と
なる退職年金等積立金に係る法人税額及びその法人税割額（　　×y）q

t

q又はwのうち既に納付の確定した当期分の法人
税割額

この申告により納付すべき法人税割額

全 従 業 者 数
人 人

人

当該市町村内に所在する事

務所又は事業所の従業者数

y

の

内

訳

u

事 務 所 又 は 事 業 所

名 称 所 在 地
従業者数

q－e又はw－e

関与税理士
署 　 　 名

（電話 ）

日までの事業年度分の退職年金等積立金に係る市町村民税の 申告書 令和 年 月 日から令和 年 月

第
二
十
号
の
二
様
式
（
提
出
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
紫
色
）
（
第
十
条
関
係
）

整 理 番 号 事務所 申告区分管 理 番 号区
分

受付印

殿

※
処
理
事
項

申告年月日法 人 番 号

兆 十億 百万 千 円

事業種目

（ふりがな）

（ふりがな）

法 人 名

代 表 者
氏 　 名

（ふりがな）

経理責任者
氏 名

本市町村が
支店等の場
合は本店所
在地と併記

所 在 地

（電話 ）

年 月 日

確　認
発 信 年 月 日
通信日付印

令和　　　年　　　月　　　日

期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額



整 理 番 号 事務所 申告区分区
分

申告年月日

Ｂ

事業年度

４３ ４８ ４９ ５４

１１

Ｂ
１１

予備

４１

４２

１０

１１

０１

０２

０４

０５ ０６

０３

１ ２３

２４

４２

５５ ６８

第
二
十
号
の
二
様
式
（
入
力
用
）
（
用
紙
日
本
産
業
規
格
A
４
・
紫
色
）
（
第
十
条
関
係
）

Ａ

０００

０００

年 月 日

００

００

００

００

管 理 番 号

法 人 番 号

期末現在の資本金の額
又 は 出 資 金 の 額

期 末 現 在 の
資 本 金 等 の 額



第20号の２様式記載要領

１ この申告書は、退職年金等積立金に係る法人税額を課税標準として算定した法人税割

額の確定申告をする場合又はこれに係る修正申告をする場合に使用すること。

２ この申告書は、事務所又は事業所所在地の市町村長に１通を提出すること。

３ ※印の欄は記載しないこと。

４ 「法人番号」欄には、法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。

５ 金額の単位区分（けた）のある欄の記載に際しては、単位区分に従って正確に金額を

記載すること。

６ 「期末現在の資本金等の額」の欄は、法第292条第１項第４号の２イ又はハ（政令第4

5条の４において準用する政令第６条の24第１号に定める金額に限る。）に定める額を

記載すること。


